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会社概要 

社      名�

所  在  地�

�

�

代  表  者�

設      立�

事業の内容�

資  本  金�

グ ル ー プ  �

�

株式会社栃木富士通テン�

富士通テン東日本株式会社�

富士通テン中部株式会社�

富士通テン西日本株式会社�

富士通テンアクティ株式会社、富士通テンリサーチ株式会社�

富士通テン情報システム株式会社、富士通テンスタッフ株式会社�

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰ．ＯＦ ＡＭＥＲＩCＡ（米国）�

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ｄｅ ＭＥＸＩＣＯ，Ｓ．Ａ．ｄｅ Ｃ．Ｖ．（メキシコ）�

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＯＦ ＴＨＥ ＰＨＩＬＩＰＰＩＮＥＳ(フィリピン)�

天津富士通天電子有限公司�

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ˚(THAILAND)˚COMPANY LIMITED(タイ)�

関係会社4社（カナダ、ドイツ、オーストラリア、タイ）�

関係会社3社（シンガポール、フィリピン）�
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連　結（期末）�

従業員の推移�

売上高の推移�

： 富士通テン株式会社�

： 本社事務所 〒652－8510神戸市兵庫区御所通1-2-28  TEL．078‐671‐5081�

： 工      　場 〒652－8510神戸市兵庫区御所通1-2-28  TEL．078‐671‐5081�

  　　　　 　〒508－0101岐阜県中津川市苗木2110    TEL．0573‐66‐5121�

： 代表取締役社長�

： 昭和47年10月25日�

： オーディオ・ナビゲーション機器、自動車用電子機器および移動通信機器の製造、販売�

： 53億円（2001年3月31日現在）�

： 国内製造�

     販   売�

�

�

     その他�

�

： 海外製造�

�

販   売�

その他�
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ごあいさつ�

　２１世紀を迎え、地球環境保全への取り組みは私たち

人類にとって最も重要な課題の一つとなっています。�

  富士通テングループは、「お客様第一」をものづくりの

基本理念としていますが、お客様の立場に立って考える

事がその原点です。�

　同様に地球環境問題では、私たち自身や私たちの子

孫を含め、環境の悪化から影響を受けるすべての人々

の立場に立って考える事がその原点です。�

　この基本理念に基づいて「富士通テン地球環境憲章」

を１９９２年に制定し、事業活動のあらゆる段階にその意

志と行動規範を展開しています。�

２０００年度の活動�

　環境パフォーマンスでは、１９９９年度末に策定した「第

三期環境行動計画」を実行に移し、廃棄物減量化対

策、有害物使用削減対策、地球温暖化対策ともに２０００

年度の目標を達成しました。�

　また、グローバルな活動として、海外を含む生産拠点間

の物流改善に着手し、大幅な包装廃棄物の減量化と物

流コスト低減を両立させる成果を上げました。�

　更に、環境に配慮した「グリーン製品」の市場投入に

備えて、製品の環境情報を広くお客様に公表していくラ

ベリング制度の運用準備を整えました。�

　環境マネジメントでは、１９９９年度から導入した環境会

計に加え、環境負荷の改善状況と環境コスト・経営指標

とを関連付けた環境パフォーマンス指標を導入・活用し

て環境経営を進めています。�

２００１年度の活動�

　グリーン製品開発では、鉛フリーはんだ適用製品の生

産準備、工場の環境対策では廃棄物ゼロエミッションの

早期達成を重点に活動します。�

 �

　この報告書は、富士通テングループの環境保全活動と

その成果をまとめたものです。この報告書を通じて、富士

通テングループの環境問題に対する考え方と活動をご

理解いただければ幸いです。�

　今回発行する「環境報告書」は富士通テンとして

2回目の発行です。�

　今回から「当社の事業と環境へのかかわり」、

「生産拠点ごとの環境データ」の説明を充実させた

ほか、環境データの絶対量と生産高原単位の併記

など、報告書としての改善を行っています。�

　今後とも環境パフォーマンスの向上とともに情

報開示の充実にも努力を重ねてまいりますので、皆

様の率直なご意見をお待ちしております。�

代表取締役社長�

2001年6月�

対象年度 ： 2000年度�

　　　　　2000年4月～2001年3月�

対象範囲 ： 国内生産拠点連結（関係会社1社含む）�

�

2001年度環境報告書について�

�

 �
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（１）環境マネジメントの基本スタンス�

富士通テン地球環境憲章（要約）�

富士通テンの経営理念�

環境マネジメントの体系�

基本理念�

「人にやさしい商品づくり」と「豊かなカーライフの創造」をめざし、�

広く社会の発展に寄与するとともに、企業活動が地球環境と密接にかかわり�

合っていることを認識し、地球環境保全への取り組みを積極的に推進する。�

�

基本方針�

1.総合的な取り組み　　2.企業責任の遂行　　3.社会への貢献�

�

行動指針�

1．環境への影響を配慮した事業活動�

2．資源とエネルギーの効率的利用�

3．環境政策への協力と社会貢献活動への支援・参画�

4．環境教育による全員の意識高揚�

基本理念・方針�
富士通テン地球環境憲章�

�

経営層による見直し�
経営会議�

地球環境委員会�
�

計画･目標�
富士通テン環境行動計画�

�

点検･是正�
方針点検・内部監査制度�

�

実施・運用�
環境マネジメントシステム�

�

誠は天の道なり�
（社是）�

�

車の楽しさ、利便性、安全性を極め、�

乗る「よろこび」を追求した�

オリジナリティのある商品を創り出し、�

社会に貢献する。�
（使命）�

お客様第一�

品質至上�
（基本理念）�

　当社では、 環境問題への取り組み姿勢を明確にするため、 1992年11月1日に「前

文（基本理念）」と環境マネジメントの「基本方針」、「行動指針」からなる「富士通テン

地球環境憲章」を制定しました。�

　富士通テングループは、この「地球環境憲章」に基づき、自然との調和を大切に、独自

のカーエレクトロニクス技術を生かして、クルマ社会の発展と環境との共存への取り組

みをグローバルに展開しています。�
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（2）目標と実績�

2000年度の実績に基づき「第3期行動計画」を見直しました。�
●有害物使用削減対策 ： �
(1)2002年度最終目標を達成 → 2000年度実績値の維持に目標を変更する�
(2)PRTR法の施行規則に基づき、はんだの錫を除いた目標に変更する�

1.第3期環境行動計画の目標と実績（要約）�

2.第3期環境行動計画（見直し版・要約）と2001年度目標�

項   目� 行動計画最終目標� 2000年度目標� 2000年度実績�

製品環境アセスメントとグリーン製品のラベリ
ング制度を確立し、2002年秋をめどにグリー
ン製品を市場投入する。�

ラベリング制度の確立�
グリーン製品コンセプトの確立�
鉛ﾌﾘｰはんだ適用めど付け�

シンボルマーク選定・運用基準作成�
コンセプト確立�
適用機種決定�

2005年度ゼロエミッション達成を目指して再
資源化率を2002年度末までに93％に向上さ
せる。�

用紙購入量を2002年度末までに1999年度
実績比で30％削減する。�

ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で
2002年度末までに1995年度実績の35％に
低減する。�

二酸化炭素排出量を生産高原単位で2002年
度末までに1990年度実績の108％に抑制
する。�

製品への環境配慮�

廃棄物減量化対策�

85.9％ 以上�

10％ 以上�
�
�

36.4％ 未満�

121％  未満�

87.7％�

17.5％�

24.8％�

100.3％�

有害物質使用削減対策�

地球温暖化対策�

国
内
生
産
拠
点
対
象�

項   目� 行動計画最終目標� 2001年度目標�

製品環境アセスメントとグリーン製品のラベリング制度を確立し、 2002年秋を�
めどにグリーン製品を市場投入する。�

ラベリング制度の運用開始�
鉛フリーはんだ適用製品の�
量産準備完了�

2005年度ゼロエミッション達成を目指して再資源化率を2002年度末までに�
93％に向上させる。�

用紙購入量を2002年度末までに1999年度実績比で30％削減する。�
�
�

 ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で1995年度比21％に抑制する。�
（対象物質見直し後の2000年度実績：1995年度比21％）�

二酸化炭素排出量を生産高原単位で2002年度末までに1990年度実績の�
108％に抑制する。�

製品への環境配慮�

廃棄物減量化対策�

89％ 以上�

20％以上�

21％未満�

108％未満�

有害物質使用削減対策�

地球温暖化対策�

国
内
生
産
拠
点
対
象�

　「富士通テン地球環境憲章」に定めた事項を具体的に実践していくため、「富士通テ

ン環境行動計画」（第3期：2000年度～2002年度）に対策ごとの数値目標などを定

めています。2000年度は、すべての項目で目標を達成しました。�
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（3）当社の事業と環境とのかかわり�

金属、石油、木材などの
採取、調達�

原材料、化学物質、�
資材、部品�

グリーン製品開発�
（環境適合設計）�
の推進�
製品の製造時使用時の省資

源・省エネルギーや有害な

化学物質の使用排除、さら

にリサイクルしやすいように

原材料の種類を統一したり、

分解しやすい設計にするな

どの配慮をしています。�

�
�

開
発
・
設
計�

13ページ参照� 8ページ参照�

エネルギー� 廃棄物�

グリーン調達の�
推進�
部品の設計や使用する化学

物質の決定の際には、アセ

スメントを実施し、環境影響

の小さいものを選んで使っ

ています。また、取引先の環

境への取り組みについての

評価、支援も行っています。�

19ページ参照�

17ページ参照�

18ページ参照�

廃棄物の減量化と分別・適正管理�
部品緩衝材のリユースや減量化と、金属回収や生ゴミの肥料化

など、リサイクル率を高める対策を進めています。�

�

�

有害物質の削減と取扱管理�
有害物質の使用量を減らし、取扱のルールを厳守しています。�

�

�
地球温暖化対策の推進�
省エネルギー設備の導入や節電を進めるとともに、組立て工程

の短縮など生産性を上げる取り組みを行っています。�

�
�

�環境関連施設の運転管理�
運転規定を守り、点検整備を適切なタイミングで行っています。�

資
材
調
達�

電気、ガス、重油など、�
生産用のエネルギー�

ＣＯ２やＳＯＸ�
などの排ガス、�
廃棄物、生活排水、�
騒音、振動、�
有害物質漏えい�
のリスク�

輸送用の�
燃料など�

ＣＯ２や�
ＳＯＸなどの�
排ガス�

資
材
物
流�

（
入
荷
）�

製
　
　
造�

環境に�

およぼす�

おもな影響�

当社の�

業務と�

製品の流れ�

環境を守る�

ための�

取り組み�

リサイクル�

　当社の事業と環境とのかかわりは、製品の開発・設計から製造、販売を経て製品廃棄

に至るまで、あらゆる過程で地球上の様々な資源を投入し、また、その過程で環境に負

荷を与える排気・排水や廃棄物などを排出させます。このように様々な環境影響を持つ

企業として、投入と排出を定量的に把握し、環境への負荷を最少化することは、社会的

責任を果たす重要な取り組みです。この頁では、当社の事業活動の環境側面と環境を

守るための主要な取り組みをまとめました。�
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19ページ参照�

19ページ参照�

走行距離の短縮化�
輸送経路を工夫して最短距

離で配送しています。�

�

�

積載効率の維持向上�
積み込み状況を把握し、積

載効率の良い車両手配を心

がけています。�

�

�
包装廃棄物の発生低減�
輸送後の包装廃棄物を減ら

すため、包装箱の収納効率

を高める取り組みを行って

います。�

�

�
�

エコカーの採用�
ハイブリッドカーや低燃費車

への転換を進めています。�

�
�

19ページ参照� 14ページ参照�

16ページ参照�

製品の省エネ化�
製品の省エネルギー性能の

向上を図っています。�

�

�

製品を使うことによ
る省エネルギー�
たとえば、カーナビを使うこ

とによりお客様の走行距離

が短縮します。�

回収製品の再利用�
製品修理期間中の代替品として活用したり、解体して部品の再

利用を進めています。�

�
※使用済み製品の積極的な回収は行っていませんが、当社製品のほ
とんどは車に取り付けられたまま廃車処分されるため、廃車リサイク
ル率の目標アップに備えて、製品修理・廃棄時の車からの取り外し性
や、製品の解体容易性に関する情報を開発設計部門にフィードバック
して改善する取り組みを行っています。�

製
品
物
流�

（
出
荷
）�

ＣＯ２やＳＯＸ�
などの排ガス、�
廃棄物�

販
売･
取
付�

営業車用の燃料�

ＣＯ２やＳＯＸ�
などの排ガス、�
梱包材など�

製
品
の
使
用�

車両用燃料（電力）�

ＣＯ２やＳＯＸ�
などの排ガス�

ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス�

交換用部品、�
サービス車用の�
燃料�

ＣＯ２やＳＯＸ�
などの排ガス、�
廃棄物�

製
品
の
廃
棄�

（
リ
サ
イ
ク
ル
）�

輸送用燃料�

ＣＯ２やＳＯＸ�
などの排ガス、�
使用済み製品�

輸送用の燃料、�
包装材など�

インプット� アウトプット�

�



7

（4）環境保全の推進組織�
�

　海外現地法人への生産移転に伴い、環境負荷の把握や負

荷の低減対策をグローバルに進めることが不可欠となって

きたため、海外生産拠点の代表を「地球環境委員会」のメン

バー構成に加えることになりました。（2000年度の海外生

産割合：37％（生産高581億円）�

企画管理部門�

工場管理部門�

環境監査チーム� 地球環境部�

�

購買部門�

物流部門�

技術管理部門�

技術開発部門�

営業部門�

サービス部門�

経営会議� 担当役員：糸嶺　直樹�

製品アセスメント充実�

環境対策技術の開発�

顧客要求事項伝達�

部品再使用�

法務・広報・教育�

省エネ・リサイクル対策�

グリーン調達�

包装削減・リサイクル化・輸送効率化�

栃
木
富
士
通
テ
ン�

中
津
川
工
場�

本
社
工
場�

国内工場環境分科会�

生
産
技
術
開
発
部�

Ｉ
Ｔ
Ｓ
事
業
推
進
本
部�

モ
ー
ト
ロ
ニ
ク
ス
本
部�

Ａ
Ｖ
Ｃ
事
業
本
部�

グリーン製品開発推進分科会�

製品アセスメントの実施・グリーン製品開発�

統括責任者（経営層）による見直し�
�
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（評価点）�（評価点）�

（事業者数）�

1999年度�

2000年度�

（事業者数）�

1999年度�

2000年度�

地球環境委員会�

 1992年に「地球環境委員会」を設置し、その下部組織に生産拠点の環境保全を担当す

る「国内工場環境分科会」と製品への環境配慮を担当する「グリーン製品開発推進分科

会」を置いて活動してきました。�

  その後、ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の考え方を取り入れ、当社の事業と環境と

のかかわりをトータルに評価し、保全活動を効率よく推進することが求められるようにな

ったため、その専門組織として、1999年10月に「地球環境部」を設置しています。�

地球環境委員会�

省エネ・廃棄物減量化・化学物質排出削減�

海
外
工
場
環
境
会
議�
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（5）関連企業・取引先との連携�

3.グリーン調達�

　2000年度には、富士通グループとしてのグリーン調達の

定義と当社独自の取り組みを盛りこんだ「環境に関する調達

ガイドライン」を策定しました。2001年度からは、このガイド

ラインに基づいて取引先評価とグリーン調達の状況を本報

告書で紹介します。�

関 連 企 業� 富士通テン� 取  引  先�

富士通「関係会社環境会議」�

富士通グループ環境会計�

技術交流会・富士通グループ環境展�

トヨタ「仕入先環境連絡会」ＷＧ活動�

鉛フリーはんだ共同研究�

富
士
通
テ
ン
環
境
行
動
計
画�

富士通テン「天栄会」分科会活動�

容器包装リユース協力�

ＩＳＯ認証取得支援�

環境提案制度�

取引先環境評価�

A.環境保全への取り組み評価点の分布�
　（70点満点）�

B.製品を含む総合評価点�
　（100点満点）�
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～20 ～30 ～40 ～50 ～60 ～70 ～10 ～20 ～30 ～40 ～50 ～60 ～70 ～80 ～90 ～100
（評価点）（評価点）�（評価点）�

（事業者数）�

1999年度�

2000年度�

（事業者数）�

1999年度�

2000年度�

2.取引先環境評価結果�

製品環境アセスメント実施基準�グリーン調達ガイドライン� 要求事項の伝達�

グリーン部材�
の定義�

●ISO14001等の認証を取得またはそれに準拠した環
　境保全活動に取り組んでいる企業から調達している部
　品、原材料および副資材�
●当社の規定する使用禁止物質を含まない部品、原材料
　および副資材�

1.連携図�

環境保全面で配慮（省エネ・省資源、リサイクルの容易さ
など）されたグリーン部材の調達�

グリーン調達�
の定義�

評価項目�

環
境
保
全�

製
品�

� �
�

�

A（70点満点）� B（100点満点）�

�

　環境への負荷を極力少なくし、資源・エネルギーの循環的利用を促進していくには、自

らの事業エリア内の取り組みのみならず、部品・原材料やサービスの取引先（上流側）、

当社製品の納入先（下流側）並びにグループ企業と連携した効率のよい取り組みが不可

欠であると考えています。�

（１）環境保全活動の推進（取り組み姿勢）�
（２）省エネルギー・省資源活動の推進�
（３）リサイクル活動の推進�
（４）環境改善および環境配慮部品に関する提案�
　　・リサイクル可能な梱包材への切り替え、通い箱への切り替え、有害物の削減・代替�

（５）有害物質の含有状況�
　　・水銀・カドミウム・塩化ビニル・六価クロム�

20�
15�
25�
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30

平均点�
43.0

平均点�
49.3

平均点�
55.3

平均点�
64.6

配点�

�

1999年　　　　2000年�1999年　　　　2000年�



（6）ＩＳＯ14001認証取得の実績�

（7）環境監査�

生産拠点名� 認証取得年月� 審査機関名� 認定機関名�

国内�

海外�

富士通テン本社工場�

中津川工場�

栃木富士通テン�

ＦＴＣＰ（フィリピン）�

ＦＴＣＡ（アメリカ）�

天津富士通天（中国）�

ＦＴｄＭ（メキシコ）�

ＦＴＴＬ（タイ）�

1 9 9 7 年 6 月�

1 9 9 7 年 8 月�

1997年10月�

1998年10月�

1 9 9 9 年 6 月�

1999年12月�

2 0 0 0 年 6 月�

検 討 中 �

JACO�

JACO�

JACO�

TÜV Rheinland�

LRQA�

CCEMS�

LRQA�

未 定�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ�

DAR�

ANSI・RAB�

ZHB・ＵＫＡＳ�

RＡＢ・ANSI�

未 定�

前年度監査結果�

�

統括責任者が主任環境管理監査者を指名�監査計画�

是正完了件数�指摘件数�

35件�35件�

  内部監査�

　内部監査では、主任監査者から「指摘件数は減少している

が、指摘を受ける部署が固定化する傾向にある」とコメント

されています。今後は、監査や環境教育に充てる工数、要員

（監査者・講師等）に、部署別の配慮を行うよう、監査制度の

見直しを進めます。�

システム変更点�

前年度監査以降の変化�

環境側面の変化�

統括責任者が方針・目標などを見直し�

是正・結果報告�

環境管理監査者�
リフレッシュ教育�

�

監査計画に基づき環境管理監査者全員が�
事前スタディ�
�

内部環境監査�

監査報告�

監査者�主任監査者�

35名�11名�

�

■ 内部監査での指摘件数と�
　 是正状況�

■ 富士通テングループの�
　 環境管理監査者�

（2001年3月末現在／国内）�2000年度の内部監査における指摘事項�
については、すべて是正を完了しました。�

　2000年度は、認証取得から3年目を迎える国内3拠点で認証更新審査を受け、こ

れをクリアしました。また、海外5拠点目にあたるＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）

ＣＯＭＰＡＮＹ ＬＩＭＩＴＥＤ（タイ）が6月から小規模での稼動を始めたため、認証取得

の時期を検討しています。�

　環境マネジメントシステムを構築した拠点の統括責任者は自主環境監査を実施し、

その結果をもとにして1年間のマネジメント活動に評価を加え、方針を見直して、環境

マネジメントのスパイラルアップを図ります。�

① 環境管理責任者対象�

② 各部門幹部社員対象�

③ 環境関連施設管理者対象�

 ： 約140項目�

 ： 約  70項目�

 ： 約  30項目�

チェックリストによる全部門監査の実施�

9

内部監査�



（8）環境パフォーマンス指標�

（9）環境会計�

分　　　　　　　　　 類�

�
公害防止コスト�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�

下水道費�

上・下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷コスト�

環境ビジネスコスト�

環 境 コ ス ト�

環 境 効 果 �

収 支 �

効 果 / 環 境 コ ス ト�

公害防止効果�

地球環境保全効果�

資源循環効果�

管理活動効果�

研究開発効果�

社会活動効果�

環境損傷効果�

環境ビジネス効果�

8，816�

20，176�

26，864�

―　　�

4，721�

74，957�

39，163�

4，917�

874�

0�

180，488 �

4，169�

16，894�

3，234�

105，179�

11，986�

1，000�

10，340�

1，078�

0�

153，880

9，832�

25，855�

38，283�

8，631�

29，060�

75，743�

64，222�

7，667�

0�

0�

259，293�

5，050�

13，899�

67，177�

169，707�

9，437�

0�

18，800�

0�

0�

284，070

9，986�

20，301�

36，680�

―　　�

4，721�

81，444�

39，163�

7，407�

874�

0�

200，576�

4，537�

17，792�

5，360�

105，179�

12，241�

1，000�

10，340�

1，078�

0�

157，527

10，762�

25，855�

53，928�

9，946�

29，060�

82，455�

64，222�

12，695�

0�

0�

288，923�

5，108�

14，632�

68，909�

169，707�

9，538�

0�

18，800�

0�

0�

286，694

�
�
その他の�
効果�

事業�
エリア�
内効果�
�

事業�
エリア内�
コスト�

上・下流効果�

�

計（A）�

計（B）�

計（B）－（A）�

1999年度�2000年度�1999年度�2000年度�

連　結�

（単位 ： 千円）�

（単位 ： ｔ－ｃ / 億円）�

（単位 ： 億円/ ｔ－ｃ ）�

単　独�

2000年度  環境会計�

－26，608 24，777 －43，049 －2，229 

85% 110% 79% 99%

環境効果の考え方�

＊環境負荷の範囲は、環境省から二酸化炭素排出係数が示されている「エネルギー使
用量（電気・油・ガス）」、「廃棄物（廃プラスチック・廃油・一般廃棄物）」としています。�

環境コストの考え方�

環境損失�

維持コスト�

環境投資�

環境負荷�

環境リスク低減�

全体的に環境�
コストダウン�
�

（投資額を環境に係る割合で按分）�

単　独� 連　結�年　度�

0.237 0.2412000

0.162 0.1911999

1．環境効率（生産高／環境負荷）�
　単位環境負荷当たりの生産高を表す指標�
　（環境改善が進めば進むほど、経済価値が向上することが見えるものです）�

単　独� 連　結�年　度�

－6.4 －6.02000

　1999年度から導入した「環境会計」では、環境保全

にかかわる費用と効果の比較評価だけでなく、前項で紹

介した「環境パフォーマンス指標」を加えて公表します。�

　2000年度の「環境効率」は、1999年度比で26％

（連結）改善していますが、「環境負荷改善効率」では、

生産増に伴うエネルギー使用量の増加分を抑制しきれ

ず、マイナス値となりました。�

実質効果（コストダウン） ： �
み な し 効 果 ： �
リ ス ク 回 避 効 果：�

維持コストの節約、有価物売却等による収入�
環境教育等ある定義にて経済的効果があったとみなした効果�
環境汚染や訴訟等のリスクを回避したと考えられる効果�

内　　　　　　　　　 容�

�

　環境保全活動を効果的に進めていくため、発生させた環境負荷や保全対策の成果

（環境パフォーマンス）を個々に把握・開示するだけでなく、2001年度からは経営関

連指標（生産高・環境コスト）と関連づけた「環境パフォーマンス指標」を新たに設定

して評価していくことにしました。�

2．環境負荷改善効率（環境負荷の低減量／環境コスト）�
　時系列での比較評価により明らかになった環境改善効
　果と、それにかけた環境コストとの関係を表す指標�
　（環境対策が進めば進むほど、絶対値が増えにくくなります。また環境負荷
　が前年度を上まわるとマイナス値になります）�

新規設備投資は5年間の定額償却とした年額、その他は当該年度の発生コストを計上�

大気・騒音防止等のためのコスト、環境関連設備のオペーレーションに係る人件費�

省エネルギー対策費用、温暖化防止等のコスト�

廃棄物減量化・処理費用、用紙購入量削減等資源の効率的利用のためのコスト�

公共下水道費�

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる負荷を抑制するためのコスト（廃製品・部品等のリユース・リサイクルコスト等）�

管理活動における環境保全コスト（ISO14001認証維持コスト、環境負荷測定コスト等）�

研究開発活動における環境保全コスト（グリーン製品・環境対応技術の設計・開発費用）�

社会活動における環境保全コスト（緑化の推進、環境報告書作成コスト等）�

環境損傷に対応するためのコスト（土壌・地下水汚染等の修復コスト、環境保全に係る補償金等）�

環境ビジネスに係るコスト�

�

法規制不遵守による事業所操業ロス回避額、生産活動により得られる付加価値に対する環境保全活動の寄与額�

電力・油・ガス等の使用量減に伴う費用削減額�

廃棄物減量化、有効利用等による削減額�

廃製品のリサイクル等による有価品・リユース品の売却額、部品再使用による部品代差額�

ISO14001構築による効率化、従業員等の社内教育効果�

グリーン製品・環境配慮型製品の販売貢献額、ライセンス収入額�

環境広報活動による企業イメージアップ貢献額�

地下水汚染対策等による住民補償等の回避額�

関連ビジネスの販売貢献額�

10



（10）教育・訓練�

1.環境教育�

2.社内向け環境ホームページ�

　環境省主唱による環境月間（毎年6月）には、工場および関

係会社において多数の従業員が参加して、さまざまな行事を

行っています。�

4.社内向け広報紙「みんなの地球」�

　1993年2月から、環境に関する取り組みや、家庭にお

ける環境配慮のヒントなどを周知するための社内広報誌を

年10回発行しています。なお、1999年6月号から、イ

ントラネット上で提供しています。�

5.緊急時の対応訓練�

3.環境月間�

�

環境管理責任者研修�

環境監査者教育�

環境保全推進員教育�

環境有意作業者教育�

幹部社員�

�

延べ人員�

延べ人員�

19人�

22人�

6人�

117人�

１３,９４５人�

環境管理監査者養成教育�
幹部社員�

幹部社員�

3�
－�専門職�

20名�

受講者数�

階層別研修�特別教育�

教育名�リフレッシュ教育� 受講者数�

養成教育� 受講・新規任命者数�

幹部社員�

中堅社員�

新任課長研修�

48名�新入社員�新入社員研修�

68名�専門職研修・�
職長/班長研修�

36名�仕事の基礎研修�

専門職�

　社内教育プログラムに「環境管理」を取り上げ、各階層別に

環境教育を継続的に実施しています。�

　特に、環境管理に係わる環境管理責任者、環境保全推進員、

環境管理監査者および環境有意作業者に対しては、必要な知

識・技術を身につけても

らうため特別教育（新任

研修またはリフレッシュ

教育）を行っており、

2000年度の環境教育

の実施結果は下表の通

りでした。�

　1995年1月の阪神淡路大震災以来、緊急事態への備え

として毎年続けている化学物質の漏えい事故（貯蔵施設付

近）を想定した模擬対処訓練のほか、化学物質の使用職場で

は、作業中にこぼした場合の

処置訓練、常備している処置

用具の点検を定期的に実施

しています。なお、2000年

度に緊急事態の発生はあり

ませんでした。�

2000年度�
実施内容�

�

　2000年2月から、イントラネット内に地球環境部ホームペ

ージを開設し、トピックスやイベントなどの一般情報や、グリ

ーン製品開発などに関する専門情報の提供を開始しました。

開設以来、アクセス件数は確実に増えており、ペーパーレス

にもつながっています。�

�

　地球環境部、人事部（教育担当）を中心に、各階層・役割に沿った教育・訓練を実施して

いるほか、全員参加の活動であることを理解してもらうための啓発活動を実施しています。�

社長メッセージ放送�
環境講演会の開催�
社内ミニ環境展の開催�
通勤路の美化清掃�
環境標語募集�
環境フォトコンテスト募集など�
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（11） 社会貢献活動 

1.クリーン作戦�

　毎年5月に須磨海岸で開催される、当社協賛のボードセイリ

ング大会「富士通テン・イクリプスカップ日本ボードセイリング

西日本選手権大会」に合わせて砂浜のクリーン作戦を行って

います。�

　また、全国内生産拠点で周辺地域および通勤路の清掃活動

を行っており、特に中津川工場・栃木富士通テンでは、広く地

域の皆さんにも参加を呼びかけ、協力して取り組んでいます。�

2.防災福祉コミュニティへの参画�

5.社外表彰・登録�

3.富士通テン社会貢献基金�

4.天津富士通天の植樹活動�

　天津富士通天では、2000年3月、外資系企業を代表して

22名の社員が天津市経済技術開発区管理委員会主催のボ

ランティア植樹に参加しました。�

　会社と労働組合の共同出資により、「富士通テン社会貢

献基金」を設立し、その基金をもとに社会福祉施設への寄

付や文化体育部による福祉施設慰問などの支援を行って

います。�

　そのほか、ボランティアグループ「音工房」による「愛の

輪ふれあいコンサート」の支援や社内外でのチャリティー

コンサートの開催などの活動も行っており、2000年度に

は英国の非営利社団法人フューチャートラストが開催した

チャリティーコンサートに協賛しました。�

　また、中津川工場では年1回「チャリティー講演会」を開催

し、その収益を毎年、中津川社会福祉協議会を通じて福祉施

設に寄付しています。�

名　称�

神戸市環境功労賞 

富士通環境貢献奨励賞�

対　象（工場）�

環境保全活動への積極�
的な取り組み（本社工場）�

砂浜クリーン作戦�
（本社工場）�

岐阜県環境配慮事業所�
（Ｅ工場）�

中津川工場�

　富士通テングループでは、サイト内での環境保全活動とともに、地域の皆さんとパー

トナーシップを築きながら環境保全型社会の構築にも積極的に取り組んでいます。�

　阪神淡路大震災の教訓を生かし、本社工場の立地する区

域内の住民組織である「防災福祉コミュニティ」と、当社を

含む区域内の企業・病院との間で、災害時における避難場所

や、資機材・人材の提供、救援物資の配布などに関する協定

を締結し、災害時の協

力体制を確立してい

ます。当社は、その幹

事会社として重要な

役割を担っています。�

おとこうぼう�

12



（１）グリーン製品開発�

環境行動計画の達成に向けて�

13

1. 製品環境アセスメント�

�

�
�
�

製品環境マネジメントシステム�

グリーン製品の開発コンセプトとアセスメントの評価項目�

�

　地球環境委員会の下部組織として各事業本部の環境適合設計担当職制で構成する

グリーン製品開発推進分科会を設置し、環境行動計画の達成に向けて開発計画の策定、

推進をフォローしています。2000年度は、グリーン製品の市場投入に向けて「環境ラ

ベル」の運用基準を策定しました。（2001年5月発表）�

製品の省エネ・省資源�

製品のリサイクル�

製品への有害物質不使用�

製造工程の省エネ・省資源、�
有害物質不使用�

設計の省エネ・省資源�

●小型化、軽量化など3項目�

●車体からの取り外し性、再生樹脂の使用など5項目�

●塩化ビニールの全廃、鉛フリーはんだの適用など8項目�

�
●加工工数の低減など2項目�

�
●開発工数の低減など2項目�

コンセプト� 評　価　項　目�

　1995年度に製品ごとに設計段階からアセスメントを実施

し、一定の基準をクリアしたもののみを製品化できるシステ

ムを確立しました。2000年度には設計・製造段階の省資源

化を評価項目に加え全20項目とし、より広範囲に製品の環

境影響を評価しています。�

グリーン製品開発�
�

製品企画・設計�

製品環境アセスメント�
�

合格� 認定�

量   産   化�
� お客様への環境負荷情報提供�

�

製品の環境情報�
�

評価結果に対する�
マネジメント�

�
�

評価結果の集計・�

フィードバック�

�

アセスメントチェックリスト�

�アセスメント実施管理�

�

有益関連情報の提供�
（お客様の要求、規制動向、ノウハウ等）�
�
�

（グリーン製品）�

�

ＰＤＭシステム�
�

製品環境アセスメント�
情報システム�

（データベース）�
�

製品名�

� ユニット�

アセス実施�
（未/済）�

�
有無� 物質名� 量�

部 品�

部 品�

部 品�

部 品�

未�

済�

済�

済�

有�

無�

有�

カドミ�

水銀�

2ｍｇ�

6ｍｇ�

全20項目�

ＰＤＭシステムと連携した製品環境マネジメントシステムを構築し、�
グリーン製品の開発支援ツールとして約800名の設計者が利用しています。�
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　薄型のデッキ開発と高い集約設計技術により、従来は別ユニッ
トだった2デッキＡＶ一体機（ＣＤ、ＭＤ）とＤＶＤナビゲーションユ
ニットを一体化した3デッキＡＶＮを商品化しました。�
　これにより、システムの軽量化、部品点数削減、および省電力
化を実現しました。�

● ＡＶＮ（Audio　Visual　Navigation）製品の�
    小型化・省電力化設計�

　液晶ディスプレイのバックライトに含まれている水銀の回収・リ
サイクルの効率を高めるため、蛍光管の形状を変更し、車両から
機器を外さずにバックライト部を単独で取り外せる構造としまし
た。（2001年3月から一部の製品に適用）また、水銀を含有す
る全製品に水銀含有表示ラベルを貼りつけています。�
�

● 液晶ディスプレイの水銀リサイクル対応�

　エンジン制御コンピュータの内部電源（5Ｖ）はバッテリー（約
13Ｖ）から作られていますが、従来はシリーズ電源方式を採用し
ており、その差のエネルギーは熱として消費していました。�
　今回、電源回路用として新たにスイッチング電源方式を開発・
採用することで、消費電力を約80％低減しました。�
　また3Ｖ駆動のマイコンを採用することにより、電力消費で大
きなウエートを占めるマイコンの低電力化もあわせて行ってい
ます。（3Ｖ電源もスイッチング電源を採用しています）�

● エンジン制御コンピュータの低消費電力設計�

＜ニカド電池の使用全廃＞�
 車両盗難防止用侵入者検知システムの警報サイレンには侵入者
がハーネスを切断した場合に備えて電池が内蔵されています。
　これには従来ニカド電池を用いていましたが、カドミウムは有
害物質のため、リチウム一次電池に切り替えました。一次電池は
充電ができないため、サイレンの制御方法や電源回路の見直し
を行い、電力消費量の削減を行いました。�
�
＜カドミフリーモータの採用＞�
  オーディオ製品に使用しているモータには耐摩耗性向上のた
め整流子にカドミウムが添加されています。取引先と共同でフリ
ー化に向けて代替材料の開発、評価を進め、従来と同等の品質
を確保し、カドミフリーモータの採用を開始しました。�
�

● カドミウムの使用低減�

�

部品点数�

質      量�

消費電力�

�

従　来�

3,100点�

6.6ｋｇ�

72Ｗ�

�

改 善 後 �

1,810点�

3.6ｋｇ�

54Ｗ�

�

2デッキＡＶ一体機�

ディスプレイ部を手前に引き出す�

ＤＶＤナビゲーションユニット�

�

�

�
3デッキＡＶＮ�
一体機�
（01年モデル）�

ディスプレイ部の上部カバーを外す�

バックライト部を取り出す�

バックライトの取り外し容易化�

水銀含有表示ラベル�

取り出したバックライト部�

13V→5Ｖの差分を熱として放出�

5Ｖ�

トランジスタをON－OFFさせ5Ｖを作る�
→必要な電力分しかONしないため効率が良い。�
�

本製品には水銀を含む蛍光管が�
組込まれています。�
廃棄する場合は地方自治体の条例
または規則等に従ってください。�

Contains Mercury - Don't Put in Trash-

Recycle or Dispose as Hazardous Waste.

放熱板なし�放熱板�
5Ｖ�

  電源ＩＣ�  電源ＩＣ�

バッテリー�
13V�
�

バッテリー�
13V�
�

マイコン�
その他�
回路へ�
供給�
�
�

マイコン�
その他�
回路へ�
供給�
�
�

（エンジン制御ＥＣＵ）�
従来 5Ｖ電源回路�

�
�

（エンジン制御ＥＣＵ）�
今回採用の5Ｖ電源回路�

�
�
�

2. 製品への環境配慮�
　グリーン製品の開発では、各事業部が、製品ごとに「グリー

ン製品の開発コンセプト」の目標を設定し、関係部署とワー

キンググループを組んで活動しています。ここでは、2000

年度までの活動成果の一部を紹介します。�
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　磁気回路の小型化、樹脂フレーム形状の見直し等による軽量
化スピーカの開発を進めています。車載用φ16ｃｍドアスピー

カにおいて、音響性能を維持しながら、従来比69％減の軽量化
を実現しています。�

● 鉛フリーはんだの実用化�
　一般に、電子機器に使用されているはんだには、鉛が使用され
ており、製品廃棄時の環境汚染が問題となっています。そこで、�

○1 環境負荷ゼロ�
○2 はんだ付け性・作業性が従来品と同等�
○3 電気的・機械的な信頼性が長期間にわたり保証できる�
を条件に、2002年製品適用を目標に、鉛を使用しない、はんだ
材料の実用化に取り組んでいます。�
�

● 軽量化スピーカの開発�
　　�

・支柱を削除し軽量化�
   6本 → 3本�
・強度を確保�

（B)' 軽量樹脂フレーム�

�

（A)' 小型軽量 内磁型磁気回路�

�

（B)  樹脂フレーム�

�

（A）外磁型磁気回路�

�

フェライトマグネット�

�

ネオジウムマグネット（高磁力）�

�

開　発　品�

�

従　来　品�

�

760ｇ� 235ｇ�

軽量化率▲69％�

・必要最低限の磁気回路
　重量�
・小型軽量でも従来並の�
  磁束密度 → 性能確保�

磁束�
磁束�

�

（Ａ)

（Ｂ）�

（Ａ)'

（Ｂ）'

環境ラベルの導入�

T
O

P

I

C

S

　製品環境アセスメントで定めるグリーン製品適合基準を

クリアした市販カーＡＶ製品に対して、環境ラベルの使用

を認定するラベリング制度を確立しました。�

　2001年度から適合製品について、カタログやパッケー

ジ等に「環境ラベル」を表示して、グリーン購入の促進を

図ります。�

　「環境ラベル」は、グリーン製品のシンボルマークと製

品の環境特性を組み合わせたものです。�

※環境ラベルの使用例�
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（2）環境貢献技術・製品�

　ＧＰＳによる位置検出と併せ、急激に普及しつつある携帯電話
機によるデータ通信を用いて全国規模で車両の位置管理ができ
る広域車両位置管理システム「ＯＢＶＩＯＵＳ」は、商用車両の効率
的な運用による燃費の改善や排ガスの低減など、環境負荷低減
に貢献します。�

● 広域車両位置管理システム「ＯＢＶＩＯＵＳ」�

シ ス テ ム の 構 成�

�

シ ス テ ム の 導入効果�

事務所設置� 車両設備�

パソコン�

ルーター�

専用線INS64

ハンズフリーマイク�

GPSアンテナ�

携帯電話�

操作端末�

ACC電源�

燃費の改善・運行効率の向上�
�

顧客サービスの向上�
�

安全運転・安全管理�
�

ＧＰＳ方式による各車両の位置・動態を�
把握し、ダンゴ運行を解消�
�

顧客からの問い合わせに対し、地図画面で車両�
位置を確認  → 迅速な応対を実施�
�

携帯電話（ＤｏＰａ）の広域通信でサービス範囲の拡大�
�

携帯電話の電子メール（メッセージ表示）機能による�
道路状況通知により乗務員の精神的負担を軽減�
�

�

　2000年に発売されたトヨタ・ＯＰＡには、トヨタ初の無段変速
機（以下、ＣＶＴ）が採用されています。そのＣＶＴの制御コンピュ
ータは当社が開発を担当しました。�
　このＣＶＴと筒内直噴ガソリンエンジン（Ｄ4）との協調制御に
より、燃費の大幅な低減に貢献しています。�

＊ ＣＶＴ（無段変速機）�
ＣＶＴは、有効直径を自由に変えることができる2つのプーリー（エンジン側とタイヤ側）をベルト
で結んだ構造で、走行状況に見合った任意のギア比を設定できます。この特性を利用し、エンジ
ンの最もトルクのある回転数をキープするように変速機のギア比を制御することで、効率を大幅
に向上させることができます。�

● 無段変速機（ＣＶＴ＊）制御用コンピュータ�

ローギア状態�
（発進時等）�

ハイギア状態�
（高速走行時等）�

タイヤ側�
プーリー�

タイヤ側�
プーリー�

エンジン側�
プーリー�

エンジン側�
プーリー�

　当社は、クルマの燃費向上に直接寄与する制御用コンピュータ等の自動車用電子機

器のほか、最先端の通信・情報処理技術などを用い、交通を円滑にして環境保全に貢献

しようとするＩＴＳ（インテリジェント・トランスポート・システムズ：高度道路交通システ

ム）関連製品を開発・提供しています。�

ドコモ網�
DoPa
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用紙購入量の推移� 2000年度工場別構成比�

本社工場83％�

栃木富士通テン10％�
中津川工場�

7％�

56.9ｔ�

金属くず�
49％�

紙くず10％�

木くず4％�
汚泥2％�

動植性残さ10％�

浄化槽汚泥�
19％�

その他6％�

2000年度種類別構成比� 工場別構成比�

※その他：廃酸、廃アルカリ、�
　廃プラスチック類、ガラス・陶磁器くず�
　医療系廃棄物など�

本社工場�
62％�

栃木富士通テン�
15％�

中津川工場�
23％�

総発生量�
155ｔ�

　2005年度末までに国内すべての工場でゼロエミッション

（廃棄物の100%有効利用による最終処分ゼロ）達成をめざ

して、廃棄物の減量化および再資源化に取り組んでいます。

2000年度は再資源化率87.7%、最終処分廃棄物発生量

155.1ｔとなり、目標の再資源化率85.9%以上・最終処分廃

棄物発生量169ｔ未満を達成しました。�

 なお、1999年度以降の総発生量の増加は、海外生産デッキ

の輸入拡大（栃木富士通テン）に伴い、包装廃棄物が増加し

たもので、すでに対策済みです。�

※ 国内工場に設置されていた焼却炉は1999年度までにすべて廃止しています。�

用紙購入量の削減（ペーパーレスへの取り組み）�
　廃棄物（紙ゴミ）の総量削減、森林資源保護などのため、2002

年度末までに1999年度比で30%の削減をめざして、ペーパーレ

ス活動を推進しています。�

　2000年度の1999年度に対する削減率は17.5%（購入量で

13.6ｔ削減）となり、目標の10%以上（同7.8ｔ削減）を達成しました。�

　従来、中国（天津富士通天）で製造されるデッキは、輸送時の衝撃

で不良が発生しないよう多種多量の緩衝材を使い、厳重に包装して

海上輸送していたため、栃木富士通テンで毎日大量の包装廃棄物が

発生していました。�

　そこで、工場間輸送梱包の通箱化および再利用可能な緩衝材への

切り替えに取り組み、2000年10月出荷分からデッキの包装廃棄物

ゼロを達成しました。また、荷姿の容積減により輸送効率の大幅な向

上も図っています。�

�

�

�
●古紙を利用した緩衝材�
�

（t）� （%）�

20009998979695 0
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1,178
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607

1,125

50

560

1,055

60

419

1,080

72

308

1,211

81
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廃棄物発生量と再資源化率の推移�

総発生量� 最終処分量� 再資源化率�

1.廃棄物減量化対策�

従  　来�

ダ ン ボ ー ル�

ダ ン ボ ー ル�

エ ア ー キャップ�

紙 製 緩 衝 材�

外  箱�

内  装�

( 緩 衝 材 ) �

改 善 後�

プラスチック通箱�

プラスチックトレー�

（ポリプロピレン）�

・ コピー機への裏紙トレイの設定による裏紙使用の推進�
・ コピー方法工夫のよびかけなどの啓発活動�
・ 各部門ごとの目標値設定・管理（本社工場）�
・ 電子帳票システムの導入�
・ 図面発行枚数の見直し�
�

●その他の取り組み�
・ 飲料容器（空き缶・紙コップ・紙パック）の業者返却�

・ 基板完成品くずの貴金属回収（本社工場）�

・ はんだ付着物の高炉燃料化（本社工場・中津川工場）�
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2000�
（年度）�

99

75.1
（ｔ）�

56.9

●おもな実施事項�

（3）全社の環境保全活動�
　各工場環境分科会では、環境行動計画の達成に向けて共通の取り組み、「廃棄物減

量化対策」、「有害物質排出削減対策」、「地球温暖化対策」を進めています。�

改善前後の容積比較�

改善後の梱包�改善前の梱包�

 紙の材質には環境影
響の少ないポリエチレ
ンを使用しています。�
�

物流における廃棄物減量化�
�
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　PRTR＊（環境汚染物質排出・移動登録制度）の対象となる、

環境汚染の恐れがある有害物質［製造工程で使用される、は

んだ（鉛）、トルエン、キシレン］の削減に取り組んでいます。�

　2000年度は、ライン混流化および設計改善により、はんだ

消費量を削減し、第3期行動計画の最終目標も達成しました。�

＊ＰＲＴＲとは�

Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録）�

有害性のある化学物質が環境中へ排出される量と、廃棄物や製品に含ま

れて事業所の外に移動する量を集計し、公表する仕組みです。�

2.有害物質使用削減対策�

2000年度ＰＲＴＲ結果（国内工場連結）�

1999年度ＰＲＴＲ結果（国内工場連結）�
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0�
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0�

6.7�
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15.4�

化学物質名� 取扱量� 消費量�
リサイクル�
量�

大気への�
排出量�

15
24
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19

89 89

71

57
47 46

35

44

22

58

31

101

3843

115

34
35 19

12

7

トルエン・キシレン�
鉛�
原単位�

(Kg/億円)

本社工場�
15％�

    栃木富士通テン�
7％�

中津川工場61％�

22ｔ�

2000年度工場別構成比�

2000年度 工場別構成比�

有害物質使用量と原単位の推移�

IPA使用量の推移�

（t）�

（t）�

単位（t）�

単位（t）�

製造工程の効率化 ［ライン混流化 ］�

改善前� 改善後�

基板 1 →　A　→� 基板 1 →　  　→ 1

基板 2 →　   　→ 2

基板 3 →　B　→ 3

基板 5  6 →　C　→�

: はんだ付け装置�

: 基板加工工程�

基板 2 →　B　→�

基板 3 →　C　→�

基板 4 →　D　→�
基板 4  4 

基板 5 →　E　→�

基板 6 →　F　→�

A

→
�

→�

→

�

�

ＩＰＡ使用削減対策�

　PRTR対象以外の化学物質のうち、使用量の多いＩＰＡの削減

にも取り組んでいます。�

●ＩＰＡ供給ポンプの制御変更�

　自動はんだ付け装置の基板搬送コンベア爪はＩＰＡで洗浄して

いますが、ＩＰＡ供給ポンプを連続動作から間欠動作に制御変更

することで揮発量を減らし、爪洗浄でのＩＰＡ使用量を低減させて

います。�
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46ｔ�

中津川工場78％�

本社工場�
26％�

    栃木富士通テン�
13 ％�

　プリント基板の加工ラインにおいて治工具類の共通化、誤品防止の

ポカよけ、工程の再設計等を行いライン混流化を実現し、はんだ付け

装置を削減しています。これにより、はんだ使用量を大幅に削減した

ほか、ＩＰＡ（イソ

プロピルアルコ

ール）使用量や

電力使用量も

削減しました。�
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リサイクル�
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3.地球温暖化対策（省エネルギーの取り組み）�

　地球温暖化の原因となるＣＯ2の排出量を削減するため、

省エネ設備の導入や節電運動などの省エネルギー活動に取

り組んでいます。�

　2000年度は、生産方式の改革および徹底した省エネ活

動により、生産高あたりのＣＯ2排出量の2002年度目標

（1990年度比108%）を達成しました。�

●その他の取り組み�
・ 空調ファン インバータ制御拡大（本社工場・中津川工場）�

・ トランス統合による効率化拡大（本社工場・中津川工場）�

・ 生産ライン統廃合の推進�

　（本社工場・中津川工場）�

・ 冷温水発生機更新による�

　効率化（本社工場）�

・ 室温設定や不要電源の切断�

　についての巡回指導�

・ 社内報による従業員の啓発�

0
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（年度）�

（年度）�

エネルギー使用量の推移（電力換算）�

2000年度�
エネルギー種類別構成比�

工場別CO2排出量�

（Mwh）�

31,940

34,761 35,009
35,732

36,863 37,053

（t-c）�

3,666�
ｔ-c

電力74％�

LPガス0％�

本社工場�
49％�

    栃木富士通テン�
24 ％�

中津川工場27％�

（t-c/億円）�

生産高当たりのCO2排出量と原単位の推移（エネルギーのみ）�

都市ガス�
11％�重油�

15％�
3,666�
ｔ-c

CO2排出量� 生産高当たりのCO2排出量�

●ＳＲＭ2000活動（ＳＲＭ：Super　Rapid　Module）�
　製品、工程のスリム化、工程のスピード化、フレキシブル化をコ
ンセプトに、グリーン製品開発と工程の生産性向上を行いました。
その結果、ＳＲＭラインにおいては、工程数削減、流動タクト短縮
など大きな改善が得られ、省エネルギーに貢献しました。 　�

●物流車両・社有車での温暖化対策�
　荷姿変更や調達物流（部品のルート納入）および車両入れ替
え等により輸送効率の改善を図っており、2000年度は燃費指
数距離を1999年度比で140.8ｋｍ短縮しました。また、アイド
リングストップの励行や定期メンテナンスの徹底、および低公害
車への切り替えも進めています。�
（社有車82台中5台が低公害車：所有率6％） 

[従来のライン]

[SRMライン] 

工　程�

21工程�
�
12名�

11工程�
�
5名�

作業員�

従  　来�

21工程�

80ｍ�

12名�

30秒/台�

10～12機種�

5分/機種�

工程数�

ライン全長�

作業人員�

流動タクト�

流動機種数�

段替え時間�

SRMライン�

11工程�

42ｍ�

5名�

20秒/台�

30～40機種�

20秒/機種�

80m

42m
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�
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　事務用品や蛍光灯などについて、グリーン購入を進めて

います。2000年度は、前年度比3倍となる約90品種を

グリーン購入品に指定し、定型品リストに掲載して優先的

に購入するようにしました。�

�

※検索結果の品名の前に（グ）がついているものはグリーン商品です。�
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　2001年3月に生ゴミ処理機を導入し、毎日約100kg

発生していた社員食堂の生ゴミの肥料化を開始しました。

肥料は社内の希望者に無償で

配布するほか、処理機メーカ

に製品出荷時の担体（菌の住

みか）として提供するなど、有

効活用しています。�

3.地球温暖化対策�

有害物質使用量と原単位の推移�

IPA使用量の推移�

2.有害物質使用量削減対策�
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　本社工場は、兵庫県神戸市の瀬戸内海に面した工業専用地域内にあり、全事業の開

発・設計部門を含む本社事務所とカーＡＶ製品の製造工場を有する敷地面積約

43,500m2、従業員2,069名（2001年3月末現在）の工場です。�
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　従来電子機器の耐湿性を向上させるために、プリント基板の表面にトルエ

ン、キシレンを溶剤とした防湿コーティングが必要でした。�

　そこで、はんだ付け時に使用するフラックスの残さで防湿膜を形成する技

術を開発、コーティングレスを実現し、トルエン、キシレンの使用量を95年度

比で80％削減しています。�
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　中津川工場は、岐阜県中津川市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、敷地面積約

31,000m2、従業員536名（2001年3月末現在）の自動車用電子機器の製造工場です。�
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栃木富士通テン（所在地　栃木県小山市）�

治工具の解体・リサイクル�
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3.地球温暖化対策�

2.有害物質使用量削減対策�1.廃棄物減量化対策�

2000年度種類別構成比�

　栃木富士通テンは、栃木県小山市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、カーＡ

Ｖ製品を製造する敷地面積約25,400m2、従業員301名（2001年3月末現在）の工

場です。�
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　不要になった治工具を社内

で解体すると費用がかかり過

ぎるためそのまま廃棄処分に

していましたが、解体を授産施

設の社会復帰活動のひとつと

して依頼することにし、部品の

回収・リサイクルと社会貢献を

両立させるよう推進しています。�

1999年度以降の総発生量が増え

ていますが、これは海外生産デッキ

の輸入拡大に伴う包装廃棄物（ダン

ボール）の増加によるもので、すで

に対策を実施済みです。�

（１7ページをご参照ください）�
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�
はねの開帳48ミリ内外、口器の一部が前方に長く突

出し、テングチョウの名はこの特徴に由来する。日本

では北海道南西部から南西諸島にかけて広く分布し、

場所によりその発生期には群生することがある。今日

では、どのような環境変化によるものか群生は見られ

なくなっている。�
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